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キャリアを決めるのは自分か、会社か 
～キャリアプランをもつ人の少なさから考える「キャリア自律」支援～ 

 ライフデザイン研究部 副主任研究員  福澤 涼子 

 

1.これからの時代に求められる「キャリア自律」 

働く人のキャリアを決めるのは、本人であるべきか、それとも会社であるべきか。

二律背反ではないかもしれないが、近年では働く人自らがキャリアに対する主体性を

もち、積極的に能力開発を進めていく「キャリア自律」という考え方が重視されるよ

うになっている。 

その背景には、雇用や職務の安定性が揺らいでいることがある。不確実性の高い現

代に企業が存続していくには、常にビジネスモデルを変革し続ける必要がある。その

ため、そこで求められる職務やスキルも頻繁に変容せざるをえず、今では企業が労働

者に画一的なキャリア像を提示することが難しくなっている。ゆえに、個人が自らの

キャリアを管理し、自己責任のもとで必要なスキルや専門性を自主的に開発するキャ

リア自律が求められるのである。 

また働く人の多様化が進むなかで、キャリア自律は誰もがその人らしく働くために

必要な考え方となっている。従来の企業主導のキャリア形成は画一的になりがちで、

多様な人材を包括するには限界がある。出産や子育てなどライフステージに応じて働

き方を変える人が増えていることに加え、家族の介護に従事する人、高齢者、持病や

障害をもちながら働く人も増えている。企業は彼らを画一的なキャリアに当てはめる

のではなく、一人ひとりに適したキャリア形成を支えていくことが望ましい。そのた

めにも、働く人自身がどのようなキャリアを歩みたいかという目標をもつことが前提

となる。 

 

2.自分でキャリアを考えたいという人が多い 

働く人びとは自身のキャリアを主体的に形成していくことについてどのように考え

ているのだろうか。図表 1 は、これからの職業生活設計（注 1）を自分で考えていき

たいか、もしくは会社に提示してほしいかに関する正社員の意向を示している。 

会社で提示してほしい（「会社で職業生活設計を提示してほしい」「どちらかとい

えば、会社で職業生活設計を提示してほしい」）と考える人は 19.4％にとどまる一

方、自分で考えていきたい（「自分で職業生活設計を考えていきたい」「どちらかと

いえば、自分で職業生活設計を考えていきたい」の合計）と答えた人は 66.7％に上

る。正社員で働く多くの人は、主体的にキャリアを形成していくことに前向きである

ことがうかがえる。 
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図表 1  自分自身のこれからの職業生活設計についてどのように考えているか（正社員のみ） 

 
*1: 厚生労働省「令和 5 年度能力開発基本調査」2023 年より筆者作成 

 

3.キャリアプランをもつ人は多くはない 

しかし、自分のキャリアの将来像や希望の働き方については、明確になっていない

人も多い。図表 2 は、正社員に将来希望する働き方をたずねた調査結果である。 

 

図表 2  将来、どのような働き方をしたいと思っているか（正社員のみ） 

 

*1: 厚生労働省「新しい時代の働き方に関する研究会 参考資料」2023 年より筆者作成 
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調査でも、自分自身のキャリアプラン（私生活を含めた職業人生のプラン）の有無に

ついて、全体の 7 割以上が「特に考えていない」と回答しており、キャリアプランを

描いている人は少数派となっている（注 2）。自分でキャリアプランを描きたいと考

える人は多いものの、実際に描けている人はあまり多くないというのが実態のよう

だ。 

 

4.いまだ多い会社主導の人事異動 

具体的なキャリアプランをもつ人が少ない要因の 1 つとして、人事異動が企業主導

で行われていることが挙げられる。労働政策研究・研修機構（2020 年）によると、

60.3％の企業が「異動には従業員の意見・希望をできるだけ反映させる」よりも、

「会社主導で行う」という考え方に近いと回答している。そのような環境では、特定

の職種でキャリア目標をもちスキル向上に励んだとしても、数年後には望むキャリア

と関係のない職種に異動するかもしれない。そのため、働く人にとってはキャリア目

標を立てにくいといえる。 

しかし、そうした企業主導のキャリア形成にも変化の兆しが見られる。同調査によ

ると、従業員 300 人以上の企業の 51.1％が「従業員の今後の仕事・キャリアへの意

向を把握する制度」を導入している。また、従業員が自ら応募する異動制度（社内公

募制／社内FA制度）の導入企業数については、各種調査で結果に幅があるものの増加

傾向が示されている（注 3）。 

企業が個人のキャリア自律を支援していくことは、組織コミットメントや積極的な

職務行動につながるなど、企業にポジティブな影響を与えるという見解もある（注

4）。そのため、従業員のキャリア自律を支援する制度を導入する企業は今後も増え

ると見込まれ、人事異動のあり方も一人ひとりの意思をより尊重するような方向に進

むのではないだろうか。 

 

5.キャリア自律には支援が必要 

一人ひとりの意思をより尊重する人事異動が今後普及するならば、働く人びとには

自身によるキャリア目標の設定が求められることになるだろう。働くということは、

単に生活の糧を得る手段であるだけでなく、自身にとっての社会貢献や自己実現など

働きがいにかかわる場合もある。それゆえ、働きがいを得るためにも、自分が大事に

したい価値観や希望を内省し、その結果をキャリア目標に反映させることが有効であ

る。そして、その目標に対して不足している能力を見極め、いかにその能力を開発し

ていくのか、自らプランニングすることが重要だ。 

しかし、現状キャリアプランを自力で具体化できている労働者は多くない。そのた

め、キャリアの方向性を描く段階から企業や政策的な支援が必要なのではないか。た

とえば、将来のキャリアを明確にするのに有効だと考えられるキャリアの専門家によ
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るキャリアカウンセリングについては（注 5）、それを希望する正社員は多いものの

（注 6）、仕組みとして導入している企業は 1.8%（従業員 300 人以上の企業に限って

も 4.4％）にとどまる（注 7）。今後こうした支援策をより普及させていくことや、

研修や人事面談でも労働者自身の内省を促すような仕組みが求められるだろう。 

また、厚生労働省の「キャリア形成・リスキリング推進事業」では、個人に対する

キャリアコンサルティング機会を無料で提供している。過去の経歴や大事にしたい価

値観を踏まえ、キャリアの方向性について専門家から助言を得ることができる。こう

したキャリア相談がより身近なものになっていけば、自らのキャリア目標を描く人も

増えていくだろう。自分なりの目標をもち、そこに向けてスキル向上に取り組む人が

増えるのは、企業や社会にとっても有益である。 

キャリア自律は、働く人の主体性を重んじる考え方ではあるが、誰もが能動的に取

り組めるわけではない。特に働きながら育児や介護等に従事する人にとっては、理想

のキャリアと家庭との間で葛藤が生じやすく、目標設定や実際のキャリア形成が難し

いこともある。今後は、そうした人びとも含めて一人ひとりがその人らしいキャリア

目標を描き、納得感をもって能力開発していけるような支援が求められるのではない

だろうか。 

 

【注釈】 

1） 厚生労働省「令和 5 年度能力開発基本調査」によると、職業生活設計とは、「労働者

が、その適性、職業経験等に応じ、職業の選択、職業能力の開発及び向上のための取組

について計画すること」としている。 

2） 公益財団法人日本生産性本部の「第 15 回 働く人の意識調査（2024 年）」 

※本調査は非正規雇用者含む。 

3） 労働政策研究・研修機構の調査（2020 年）によると、300 人以上の大手企業のうち、

「社内公募制度・社内ＦＡ制度」を実施している企業は 11.9％にとどまるが、パーソル

総合研究所「一般社員層（非管理職層）における異動配置に関する定量調査 調査結果

（2021 年）」によると、従業員 300 人以上の大手企業のうち、社内公募制の制度や仕組

みがある企業は 55.7%であった。また日経「スマートワーク経営」調査結果によると、

自発的な異動を実現するための「社内公募／社内FA制度」がある企業は 62.8％であり、

18 年時点より 14.1 ポイント上昇した（参照：2024 年 11 月 14 日日本経済新聞）。 

4） 堀内泰利, 岡田昌毅「キャリア自律が組織コミットメントに与える影響」『産業・組織

心理学研究』第 23 巻, 2009 年／佐藤博樹「積極的職務行動とキャリア自律」『生協総

研レポート』88 巻,2018 年／パーソル総合研究所「従業員のキャリア自律に関する定量

調査」2021 年 など 

5） 独立行政法人労働政策研究・研修機構報告書（2017）によると、キャリアの専門家など

に相談してキャリアや職業生活は変化したかという設問に「変化した」と回答したの

は、65.1％であった。具体的にどのように変化したかという点については「将来のこと

がはっきりした」（40.0％）が最も多かった。／「労働政策研究No.191 キャリアコンサ

ルティングの実態、効果および潜在的ニーズ―相談経験者 1,117 名等の調査結果より」 
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6） 厚生労働省「令和 5 年度能力開発基本調査」2023 年によると、正社員は「費用を負担す

ることなく、社内で利用できるのであれば、利用したい」が 32.6％、「費用を負担す 

ることなく、社外で利用できるのであれば、利用したい」が 25.4％、「社外で、費用 

を負担してでも利用したい」が 1.7％と、合わせて 59.7％がキャリアコンサルタント 

による相談を利用したいとしている。具体的に相談したい内容については、「将来のキ

ャリアプラン」（56.9％）が最も多かった。 

7） 労働政策研究・研修機構（2020 年） 

 

【注釈以外の参考文献】 

・ 厚生労働省「能力開発基本調査 調査結果の概要」2023 年 

・ 厚生労働省「新しい時代の働き方に関する研究会 報告書 参考資料」2023 年 

・ 独立行政法人 労働政策研究・研修機構「人生 100 年時代のキャリア形成と雇用管理の

課題に関する調査」調査シリーズNo.206 2020 年 

・ 公益財団法人日本生産性本部「第 15 回 働く人の意識に関する調査 調査結果レポー

ト」2024 年 

・ 金山喜昭,児美川孝一郎,武石恵美子 編『キャリアデザイン学への招待』ナカニシヤ出版

2014 年 

・ 堀内泰利, 岡田昌毅「キャリア自律を促進する要因の実証的研究」『産業・組織心理学

研究』第 29 巻, 2016 年 

・ 堀内泰利, 岡田昌毅「キャリア自律が組織コミットメントに与える影響」『産業・組織

心理学研究』第 23 巻, 2009 年 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/104-05b.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001166380.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/research/2020/documents/206.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/research/2020/documents/206.pdf
https://www.jpc-net.jp/research/assets/pdf/15th_workers_report.pdf
https://www.jpc-net.jp/research/assets/pdf/15th_workers_report.pdf

